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研究要旨︓ 

WHOは、2030年までにウイルス肝炎eliminationに関する相対目標 1)新規感染90%
削減、2)年間死亡率 65％削減、3) 診断率 90%以上、4) 治療率 80％以上、および絶対
値目標 1) 5 歳以下のHBs 抗原陽性率 0.1%以下、2) HBV母子感染率 2%以下、3) HBV
年間死亡率 4.0/10 万人対以下、4) HCV新規感染率を 5.0/10 万人対以下（PWIDでは
2.0/100 人対以下）、5) HCV死亡率 2.0/10 万人対以下を挙げている。Polaris による最
新のElimination 達成状況総合評価（3段階評価）では、HCVでは、日本など 11か国
は最上位の「On track」と判定されている。一方、HBVについてはすべての国が「Not 
on track」と判定されている。 
国や地域、都道府県により肝炎・肝癌の疫学的状況や優先すべき対策が異なっている
ことから、その状況を把握することが、Elimination 達成のためには有用である。 
本研究は、次に記載するデータ資料、厚労省肝炎対策室が毎年行っている調査結果を
用いて、肝炎対策の実施状況の指標について可視化した。 

1) 人口動態統計：都道府県別にみた肝癌死亡数、粗肝癌死亡率、 
2) 日本肝臓学会：都道府県別にみた肝疾患専門医数、 
3) 厚生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室：各自治体における肝
炎ウイルス検査の実績、 

4) 令和 2 年度 肝炎ウイルス検査受検状況等実態把握調査（国民調査）、5) 
令和 2年度 都道府県肝炎対策取組状況調査（自治体調査）、 

 
その結果以下のことが明らかになった。 

1. 近年、肝癌死亡率・死亡数は全国的に低下傾向が認められ、いずれのブロックも肝
癌死亡率 30/10 万人対を割っている。 

2. 人口 10万人当たりの【特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査】（保健所・
委託医療機関実施分）数について、8ブロックで比較したところ、中国、四国、九州
で 200人/人口 10万人対を超えており、他のブロック（100人未満/人口 10万対）
と比較して多い傾向がみられた。 

3. ブロック別にみた肝炎対策の取り組み状況についてレーダーチャートによる視覚化
を試みたところ、受検・受診・受療・フォローアップについては、概ね平均 70点前
後(100 点満点換算)で高いスコアがみとめられた。診療連携については 5～68 点に
分布し地域差が大きいことが明らかになった。診療連携関連スコアは近年低下傾向
（2019 年 45 点、2020 年 38 点）がみられ、これは COVID-19 の影響があると考
えられる。 

4. スコアが低い都道府県の中には、アンケートの記載に保健所や委託医療機関に任せ
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ているので都道府県では把握していないという回答も多くみられ、都道府県と保健
所、委託医療機関、市町村のおける情報共有も必要であると考えられた。 
 

以上により、本研究では、肝炎・肝がんの疫学と自治体調査からみた対策の取り組み状
況を視覚化・見える化し、実態把握と課題を理解しやすく提示した。 
特に、診療連携についてスコアが 5～68点と広く分布し地域差が認められたことから、
地域の現状に応じた診療連携の構築が必要であると考えられた。 
今回示した指標は、毎年継続して更新提示し、PDCAサイクルを都道府県で実行するこ
とが肝炎対策を進める上で必要である。 
 

 
A. 研究⽬的 

世界保健機関（WHO）では、
2016 年年次総会において、2030
年までにウイルス肝炎
elimination をめざすコミットメ
ントを採択し、2030 年までに達
成すべき数値目標（基準年：
2015 年）として 1)新規感染
90%削減、2)年間死亡率 65％削
減、3) 診断率 90%以上、4) 治療
率 80％以上、を掲げた。2021 年
には絶対値目標 を追加提示し、
5歳以下のHBs 抗原陽性率 0.1%
以下、HBV母子感染率 2%以
下、HBVを起因とする年間死亡
率 4.0/10 万人対以下、HCV新規
感染率を 5.0/10 万人対以下
（PWIDでは 2.0/100 人対以
下）、HCVを起因とする年間死
亡率 2.0/10 万人対以下とした。 
Elimination 達成状況について
は、The Center for Disease 
Analysis（CDA）の解析部門で
ある Polaris Observatory が、ウ
イルス肝炎の疫学データの文献収
集、各国の専門家への聞き取り
（デルファイ法）、数理モデルに
よるシミュレーションにより目標
達成状況の情報を公開している。
Polaris による最新の
Elimination 達成状況総合評価
（3段階評価）では、HCVで
は、日本など 11か国は最上位の
「On track」と判定されてい
る。一方、HBVについてはすべ

ての国が「Not on track」と判定
されている。 
国により肝炎・肝癌の疫学的状
況や優先すべき対策が異なってい
ることから、その国の状況を把握
し、状況に応じた適切な肝炎・肝
癌対策をとっていくことが、ウイ
ルス肝炎の Elimination 達成のた
めには有用である。また我が国の
中でも感染状況や死亡率には地域
差があり、地域の状況に応じた対
策を考えていくことが我が国全体
の Elimination 達成につながる。
本研究では、肝炎・肝癌に関する
疫学データや肝炎対策の実施状況
その指標について算出し、可視化
することで、地域毎の
elimination をめざすことを目的
としている。 

 
B. 研究⽅法 

地域ブロックは北海道・東
北・関東・中部東海・近畿・中
国・四国・九州の 8ブロック
とした。 
解析に用いた資料は以下の通
りである。 
1. 都道府県別にみた肝癌死亡
数、粗肝癌死亡率（人口動態
統計より） 

2. 都道府県別にみた10万人当た
り肝疾患専門医数（日本肝臓
学会より算出） 

3. 各自治体における肝炎ウイル
ス検査の実績（厚生労働省健
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康局がん・疾病対策課肝炎対
策推進室） 

4. 肝炎ウイルス検査受検率（令
和2年度 肝炎ウイルス検査受
検状況等実態把握調査（国民
調査） 

5. 令和2年度 都道府県肝炎対策
取組状況調査（表1） 

 
表1. 2020（R2） 厚労省肝炎対策室肝炎対策取組

状況調査（自治体調査）調査項目 
I. 計画・目標等（2項目） 
対象：都道府県 
l 肝炎対策にかかる計画・目標の策定につ
いて 

l 肝炎対策協議会の設置状況について 
2. 肝炎ウイルス検査・陽性者へのフォロー
アップ対応（5項目） 
対象：都道府県・保健所設置市・特別区 
l 特定感染症検査等事業(肝炎ウイルス検
査)(保健所実施分・委託医療機関実施分)
について 

l 肝炎ウイルス検査の市町村との連携、 
l 職域における肝炎ウイルス検査促進事業
について 

l フォローアップ事業市町村との連携 
l 妊婦健康診査受検者に対する初回精密検
査に係る取組 
3. 肝炎医療体制（4項目） 
対象：都道府県 
l 肝炎医療にかかる体制整備について（拠
点病院等連絡協議会の状況、専門医療機
関、相談体制、情報公開) 
4. 啓発（1項目） 
対象：都道府県・保健所設置市・特別区 
l 啓発の内容について 
5. 施策等 （2項目） 
対象：都道府県 
l 地域肝炎治療コーディネーター（肝炎医
療コーディネーター）、サポートについて 

l 肝炎患者支援手帳の作成・配布について 
6. 健康増進事業（3項目） 
対象：市区町村 
l 健康増進事業における肝炎ウイルス健診
について 

l 妊婦健康診査における肝炎ウイルス検査

について 
l 肝炎医療コーディネーターについて 

 
検討した項目と解析方法は以下
の通りである。 
１．⼈⼝動態統計による肝癌死亡の
状況 
人口動態統計から各都道府県
の肝癌死亡に関するデータを抽
出し、以下の項目をグラフ化した。 

Ø ブロック別にみた肝癌死亡率・
肝癌死亡数の経年推移（2000-
2021 年） 

Ø ブロック別にみた肝癌(粗)死亡
率、年齢調整死亡率と肝癌死亡
数の散布図（2015-2019 年平均） 

 
２．公的事業による肝炎ウイルス受

検者数 
厚生労働省健康局 がん・疾病
対策課 肝炎対策室の「各自治体
における肝炎ウイルス検査の実
績」を健康増進事業実施分、特定
感染症検査等事業実施分に分け
て、グラフ化した。 

Ø 10 万人当たりの健康増進事業
による肝炎ウイルス検査受検
者数の推移（2008-2020 年） 

Ø 10 万人当たりの特定感染症検
査等事業による肝炎ウイルス
検査受検者数の推移（2008-
2020 年） 

 
３．10 万⼈当たりの肝臓専⾨医数

(2022 年現在) 
日本肝臓学会の肝臓専門医一
覧をもとに、各都道府県における
肝臓専門医の数をグラフ化した。 

4. ブロック別にみた肝炎対策取り
組み等スコア（レーダーチャー
ト）の提⽰ 
上記疫学統計資料と厚労省が
「自治体におけるウイルス性肝
炎検査受検状況や、ウイルス性肝
炎に関する正しい知識の普及啓
発状況、自治体の肝炎対策の計画
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策定状況等についての実態把握
を目的」で行った肝炎対策取組状
況調査（自治体調査）の結果をも
とに、以下の方法で受検（都道府
県・委託医療機関実施分）・受診・
受療・フォローアップ・受検（市
町村実施分）・診療連携のスコア

（表 2~7、図 1-6）を算出し、肝
癌罹患・死亡や肝炎ウイルス検査
受検率、肝臓専門医数と合わせた
レーダーチャート（図 11）を作成
した。 
 

 
 
 
 

表 2. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施分）の受検関連スコア項目 
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表 3.受診関連スコア項目 

表 4.受療関連スコア項目 
 

 

 
表 5.フォローアップ関連スコア項目 
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表 6.肝炎ウイルス検査（健康増進事業分（市町村））の受検関連スコア項目 

表 7. 診療連携関連スコア項目 
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図 1.都道府県別にみた肝炎取り組み等のスコアのレーダーチャート 

 
 
 
C. 研究結果 １.⼈⼝動態統計による肝癌死亡の

スコアの平均
（100点満点換算）

⾃治体調査 (2020年実績) 受診に
関連する項⽬13項⽬から算出

⾃治体調査 (2020年実績)
受療に関連する項⽬6項⽬
から算出

⾃治体調査 (2020年実績) フォローアップに
関連する項⽬6項⽬から算出

全国平均15.7%

⾃治体調査 (2020年実績) 受検（都道
府県）に関連する項⽬13項⽬から算出

(都道府県)

(市町村)
⾃治体調査 (2020年実績) 受検（市町村）
に関連する項⽬3項⽬から算出
スコア

⾃治体調査 (20120実績) 診療連携に関
連する項⽬12項⽬から算出

⼈⼝動態統計(2020年)肝癌死亡数
より算出 平均528.4⼈

⼈⼝動態統計(2020年) 10万⼈当たり肝癌死亡率
より算出 平均22.0/10万⼈

全国平均17.6%

(⼈⼝10万対)
⽇本肝臓学会ホームページ 肝臓専⾨
医リスト(2020年)より集計・算出
平均6.1⼈/10万⼈

少

(⼈⼝10万対)

多⾼

低

50

フローチャートのサンプル
72%

69%

77%

68%

77%
38%
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状況 
10 府県及び全国の肝癌死亡率と
肝癌死亡数の推移を図 2, 3、ランキ
ングを表 8、9 に、肝癌死亡率と肝
癌死亡数の散布図を図 5に、肝癌死
亡率・死亡数をもとに分類した肝癌
死亡状況 4群を図 6に示した。 
全国的に肝癌死亡率は減少傾向
がみられている。2020 年から 2021
年にかけては岩手を除き減少して
いる。2021 年度の 47府県別にみた

順位は肝癌死亡率が高いほうから
山口、佐賀、徳島の順であった。 
肝癌死亡数についても全国的に
減少傾向である。2021 年の 47都道
府県別にみた順位は多いほうから
東京、大阪、神奈川の順であった。 
肝癌死亡率の高低と肝癌死亡数
の多少で 4 群に分けた時の都道府
県のグループは昨年と同じであっ
た。

 

 
図 2. ブロック別にみた肝癌死亡率の推移 
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表 8. 肝がんによる粗死亡率（人口 10万人対）の高い都道府県 

 

     下線：中国・四国・九州地域 
 

 
 

 
 
 
 

 
図 3. ブロック別にみた肝癌死亡数の推移 

 
 
 
 

表 9. 肝がんによる死亡数の多い都道府県 
 

全国 
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図 4. 都道府県別にみた 肝癌死亡数と肝癌粗死亡率 2015-2019 年 

肝癌粗死亡率 

中央値：22.84 

肝癌死亡数 

中央値：395人 
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図 5. 都道府県別にみた 肝がん死亡の状況 4群分類 2017-2021 年 

 
 

２．公的事業による肝炎ウイルス受
検数 8 ブロックにおける、
40~74 歳人口の健康増進事業に
よる B型・C型肝炎ウイルス検
査（人口 10万人当たり）受検
者数（2008～2020 年）、20～

74 歳人口の特定感染症検査等事
業による B型 C型肝炎ウイルス
検査（人口 10万人当たり）受
検者数（2010～2020 年）の推
移を図 6、7に示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6. ブロック別にみた 40~74 歳人口の「健康増進事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検査」
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人口 10万人当たりの検査受検者数の推移（2008～2020 年） 

 
図 7. 都道府県別にみた 20~74 歳人口当たりの「特定感染症検査等事業による B 型・C 型肝炎

ウイルス検査」人口 10万人当たりの検査受検者数の推移（2008～2020 年） 
 
3．10 万⼈当たりの肝臓専⾨医数 
47 都道府県の人口 10万人当た
りの肝臓専門医数を図 9に示し

た。 
人口 10 万人当たりの肝臓専門医数
は、石川、愛媛、福岡で多かった。

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 8. 都道府県別にみた人口 10万人当たりの肝臓専門医数（2022 年） 
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4．令和 2 年度厚⽣労働省肝炎対策
取組状況調査を⽤いた各都道府
県の肝炎対策の実施状況 
図 9に 47 都道府県の肝炎対策
取り組み各スコアの 2018～2020
年の推移を示した。図 10に肝炎
対策の取り組みスコアの比較をレ
ーダーチャートで示した。受検・
受診・受療・フォローアップにつ
いては、概ね平均 70点前後(100
点満点換算)ですでに多くの都道
府県でやや高いスコアがみとめら

れた 。診療連携については 5～
68 点に分布し地域差が大きいこ
とが明らかになった。スコアは近
年低下傾向 （2019 年 45 点、
2020 年 38 点）がみられ、これ
はCOVID-19 の影響があると考
えられる。図 10に 8ブロックの
肝炎対策の取り組みスコアの比較
をレーダーチャートで示した。図
11にブロック別にみた肝炎対策
取り組み標準化スコアをレーダー
チャートで示した。 

 

 
 

 

 

 
 

図 9.肝炎対策取り組みスコアの推移 
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図 10. 2021(令和 3)年度厚生労働省肝炎対策取組状況調査（2020 年実績）をもとにした 

10 府県の肝炎対策の取り組みスコアの比較 
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図 11. 2021(令和 3)年度厚生労働省肝炎対策取組状況調査（2020 年実績）をもとにした 
8ブロックの肝炎対策取り組みスコア 

 
D 考察&E 結論 
厚労省肝炎対策室が毎年行ってい
る調査結果や公的統計、本研究班が
実施した疫学研究の結果等を用い

て、肝炎対策の実施状況の指標につ
いて可視化した。以下のことが明ら
かになった。 
1. 肝癌死亡率・死亡数は全国的に低下を
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たどっているが、死亡率・数ともに上
位の県はほぼ固定されている。 

2. 人口 10 万人当たりの【健康増進事業
による肝炎ウイルス検査】数について、
8 ブロックでの比較は、あまり大きな
違いは見られなかった。また、【特定感
染症検査等事業によるウイルス検査】
数では中国、四国、九州で 200 人/人
口 10 万人対を超えており他のブロッ
ク（100人未満/人口 10万対）と比較
して多い傾向にあり、また委託医療機
関での検査数が圧倒的に多かった。 

3. 2018-2020 年の都道府県別にみた肝
炎対策の取り組み状況について6種類
のスコア化を行い、3 年間の推移をみ
たところ、受検・受診・受療・フォロ
ーアップについては、概ね平均 70 点
前後(100 点満点換算)ですでに多くの
都道府県でやや高いスコアがみとめ
られた 。診療連携については 5～68
点に分布し地域差が大きいことが明
らかになった。診療連携関連スコアは
近年低下傾向 （2019 年 45点、2020

年 38 点）がみられ、これは COVID-
19 の影響があると考えられる。 

4. アンケートの回答を見るとスコアが
低い都道府県の中には、保健所や委託
医療機関に任せているので都道府県
では把握していないという回答も多
くみられ、都道府県と保健所、委託医
療機関、市町村における情報共有も必
要であると考えられた。 

以上により、本研究では、肝炎・肝がん
の疫学と自治体調査からみた対策の取り
組み状況を視覚化・見える化し、実態把
握と課題を理解しやすく提示した。特に、
コロナ禍において、平均スコアが下がっ
た診療連携については、5～68 点に分布
し地域差が大きく、地域の現状に応じた
診療連携の構築が必要であると考えられ
た。今回示した指標は、毎年継続して更
新提示し、PDCA サイクルを都道府県で
実行することが肝炎対策を進める上で必
要である。 
 

 
 

 

 

  


